
令和8年度 土地政策研修

公益社団法人
三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会

「三重公嘱協会が取り組む地籍調査等について」



❶三重公嘱協会の地籍調査の取り組み等について

〇三重公嘱協会とは？

〇地図作成受託実績

〇津市における地籍調査等の実績

〇なぜ地籍調査が進まないのか？

❷地籍調査E工程を三重公嘱協会が携わるメリット

❸地籍調査認証支援業務について（ご提案）

〇なぜ認証遅延等が発生するのか？

〇業務ご提案

❹国土調査法第19条第5項について

❺その他（業務のご紹介）
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三重県土地家屋調査士会広報キャラクター
測っ虎



【三重公嘱協会の地籍調査の取り組み等について】



三重公嘱協会とは？



三重公嘱協会とは？

・公益法人として、三重県下において継続的に、地籍
調査等の地図づくり業務を受託しており、社会のイン
フラ整備に寄与

・筆界の専門家である土地家屋調査士の団体

・近年は、土地家屋調査士の立場で、社員が裁判所
の「所有者不明土地財産管理人」としての実績も重
ねる（所有者不明土地問題解決にも寄与）
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三重県内に、
９区域を設置！

県内全域をカバー！

各区域長が
官公署との
窓口になります！



地図作成受託実績



令和７年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（２年目）

2,5240.63 

津市久居万町ほか地区（津市久居万町及び同市久居幸
町の全部と同市久居寺町、同市久居中町、同市西鷹跡
町、同市久居東鷹跡町、同市久居元町及び同市戸木町
の一部）

津地方法務局

登記所備付地図作成作業
（１年目）

3,3420.56

松阪市黒田町ほか地区（松阪市五十鈴町、同市白粉町、
同市茶与町及び同市長月町の全部と松阪市愛宕町１丁
目、同市愛宕町２丁目、同市大黒田町、同市垣鼻町、同
市黒田町、同市新町、同市日野町、同市平生町、同市湊
町及び同市南町の一部）

津地方法務局

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）3,9211.21河芸②及び雲出①地区（津市河芸町上野ほか３町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ１工程）4,8732.23
雲出①及び雲出・高茶屋地区
（津市雲出本郷町ほか３町地内）

津 市

概況調査9710.26高浜町及び東新町四 日 市 市

地籍調査 （Ｅ１工程）3670.08
田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区④
(三重県度会郡玉城町田丸・佐田地内)

玉 城 町

地籍調査 （Ｅ工程）4610.15桧山路①地区(志摩市浜島町桧山路地内)志 摩 市



令和６年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（１年目）

2,5240.63 

津市久居万町ほか地区（津市久居万町及び同市久居幸
町の全部と同市久居寺町、同市久居中町、同市西鷹跡
町、同市久居東鷹跡町、同市久居元町及び同市戸木町
の一部）

津地方法務局

地籍調査 （Ｅ１工程）7,2381.92河芸②ほか２地区（津市河芸町上野ほか３町地内）津 市

概況調査1,3540.34尾上町ほか５町四 日 市 市

地籍調査 （Ｅ２工程）5730.15箕曲Ⅰ地区(名張市夏見、瀬古口地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）7730.21箕曲Ⅱ地区(名張市瀬古口、箕曲中村地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ工程）3790.07
田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③－３
(三重県度会郡玉城町田丸・佐田地内)

玉 城 町

地籍調査 （Ｅ１－２・Ｅ２工程）5180.15南張①地区(志摩市浜島町南張地内)志 摩 市



令和５年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（２年目）

2,6270.71 
津市栗真町屋町ほか地区
（津市久居万町及び、同市栗真中山町及び同市白塚町
の一部）

津地方法務局

地籍調査 （Ｅ´２、ＧＥ２工程）2,9231.30河芸③ほか２地区（津市河芸町影重ほか７町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ１工程）8100.22山辺・河田調査区(鈴鹿市山辺町・河田町地内)鈴 鹿 市

地籍調査 （Ｅ２工程）4080.10箕曲Ⅰ地区(名張市夏見、瀬古口地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）8230.24箕曲Ⅱ地区(名張市瀬古口、箕曲中村地内)名 張 市

地籍調査 （Ｈ２工程）1240.02
田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③－２
(三重県度会郡玉城町田丸・佐田地内)

玉 城 町

地籍調査 （Ｅ２工程）2810.04神久１(伊勢市神久１丁目地内)伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）6150.14神久５(伊勢市神久５丁目地内ほか)伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ工程）2740.10志島⑤地区(志摩市阿児町志島地内)志 摩 市

地籍調査 （Ｅ１－１工程）5180.15南張①地区(志摩市浜島町南張地内)志 摩 市

地籍調査 （Ｅ２・Ｅ工程）4360.06
鵜殿⑤－２、鵜殿⑥地区
(三重県南牟婁郡紀宝町鵜殿地内)

紀 宝 町



令和４年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（１年目）

2,6270.71 
津市栗真町屋町ほか地区
（津市栗真町屋町、同市栗真中山町及び同市白塚町の一
部）

津 地 方 法 務 局

地籍調査 （Ｅ´２工程）6650.26河芸③地区（津市河芸町影重地内）津 市

地籍調査 （ＧＥ２工程）9020.23白塚地区（津市白塚町地内）津 市

地籍調査 （ＧＥ２工程）2,3031.00江戸橋・桜橋①地区（津市上浜町一丁目ほか８町地内）津 市

地籍調査 （ＧＥ２工程）8290.47江戸橋・桜橋②地区（津市高洲町ほか２町地内）津 市

地籍調査 （ＧＥ１工程）2,4100.70白塚地区（その２）(津市白塚町地内)津 市

地籍調査 （ＧＥ１工程）2,5660.70江戸橋・桜橋②地区(その２)(津市末広町ほか３町地内)津 市

地籍調査 （Ｅ１工程）1,0000.19三日市・末広調査区(鈴鹿市三日市町の一部外地内)鈴 鹿 市

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）1,4470.41箕曲Ⅰ地区(名張市夏見、瀬古口地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ１工程）1,5920.46箕曲Ⅱ地区(名張市世古口、箕曲中村地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）8510.24下小波田２地区(名張市下小波田地内)名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）1010.02
田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③－２
(三重県度会郡玉城町田丸・佐田地内)

玉 城 町

地籍調査 （Ｅ１工程）2660.04神久１(伊勢市神久１丁目地内)伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）5380.18神久２(伊勢市神久２丁目地内)伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ２工程）3900.09神久３・４(伊勢市神久３丁目地内ほか)伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１－２・Ｅ２工程）1,0250.36志島④地区(志摩市阿児町志島地内)志 摩 市



令和３年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（２年目）

2,4220.68 
津市垂水ほか地区（津市垂水、同市津興、同市津（南）、

同市藤方及び同市上弁財町の一部並びに同市藤枝
の全部）

津地方法務局

地籍調査 （Ｅ´２工程）1,0100.65白塚・栗真地区（津市栗真町屋町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１工程）1,0680.23白塚地区（津市白塚町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１工程）3,1251.37江戸橋・桜橋①地区（津市江戸橋一丁目ほか１０町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´２工程）1,0930.43河芸③地区（津市河芸町一色及び河芸町中瀬地内）津 市

地籍調査 （Ｅ１工程）1,0460.47江戸橋・桜橋②地区（津市高洲町ほか２町地内）津 市

地籍調査 （Ｈ２工程）380.01田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③-1（田丸・佐田 地内）玉城町

地籍調査 （Ｅ１工程）1,2160.33箕曲Ⅰ地区名張市

地籍調査 （Ｅ１工程）8510.24下小波田地区名張市

地籍調査 （Ｅ１－1工程）1,0100.36志摩市 志島④志摩市



令和２年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

登記所備付地図作成作業
（１年目）

2,4220.68 
津市垂水ほか地区（津市垂水、同市津興、同市津（南）、

同市藤方及び同市上弁財町の一部並びに同市藤枝の
全部）

津地 方法 務局

地籍調査 （Ｅ´２工程）7991.43 
雲出・高茶屋地区(その３)
（津市雲出本郷町ほか５町地内）

津 市

地籍調査 （Ｅ´２工程）1,5940.58 白塚・栗真地区（津市白塚町ほか２町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´２工程）1,9700.71 河芸③地区（津市河芸町中別保ほか２町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）1,3990.41 
河芸①・②地区
（津市河芸町東千里及び河芸町上野地内）

津 市

国土調査法第１９条第５項指定390.045 芸濃町椋本地区津 市

国土調査法第１９条第５項指定490.031 安濃町東観音寺地区津 市

国土調査法第１９条第５項指定40.007 久居明神地区津 市

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）2590.06 名張⑤地区（名張市上八町地内）名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）380.01 
田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③

（田丸・佐田・下田辺・妙法寺地区③）
玉 城 町

地籍調査 （Ｅ２工程）5120.13 村松３・４（伊勢市村松町地内）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）3900.09 神久３・４（伊勢市神久３丁目、神久４丁目）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ２工程）4540.17 村松２（伊勢市村松町）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）5690.25 志島③地区（志摩市阿児町志島地内）志 摩 市

地籍調査 （Ｅ１－２、Ｅ２工程）9290.63 認証処理支援業務（塩屋①地区・塩屋②地区）志 摩 市



令和元年度

受 託 工 程概算筆数
受託面積

(ｋ㎡)
実 施 地 区発 注 官 公 署

地籍調査 （Ｅ´１工程）5,2801.65 河芸③地区（津市河芸町中別保ほか３町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１工程）3,1951.21 白塚・栗真地区（津市白塚町ほか２町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ１、Ｅ２工程）9950.55 河芸①地区（津市河芸町東千里地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１、Ｅ´２工程）2,1700.76 雲出①地区（津市雲出伊倉津町ほか３町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１工程）5680.73 雲出・高茶屋地区（津市雲出本郷町ほか３町地内）津 市

地籍調査 （Ｅ´１、Ｅ´２工程）1,0220.70 
雲出・高茶屋地区(その２)
（津市雲出伊倉津町ほか２町地内）

津 市

国土調査法第１９条第５項指定1080.096 河芸町浜田地区津 市

国土調査法第１９条第５項指定40.025 一身田中野地区津 市

国土調査法第１９条第５項指定340.019 殿村地区津 市

地籍調査 （Ｅ２工程）2950.05 名張⑥地区（名張市夏見字坊垣地内）名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）600.0026 名張⑥地区（名張市平尾地内）名 張 市

地籍調査 （Ｅ２工程）4980.08 
宮川１（伊勢市宮川１丁目、中島１丁目、常磐１丁目、

浦口１丁目）
伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）9500.13 河崎２（伊勢市河崎２丁目地内）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ２工程）4500.12 村松１（伊勢市村松町地内）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）8970.13 河崎３（伊勢市河崎３丁目、神久３丁目）伊 勢 市

地籍調査 （Ｅ１工程）5120.13 村松３・４（伊勢市村松町地内）伊 勢 市



津市における地籍調査等の実績



「津市における地籍調査等の実績」の詳細につい
ては、先ほどの実績リストを参照

（地籍調査実施地区）
香良洲地区、河芸地区、雲出・高茶屋地区、栗真地区、
江戸橋・桜橋地区、白塚地区

（第19条第５項実施地区）
栗真町屋地区、垂水地区、久居明神地区、藤方地区、
北河路地区、芸濃町椋本地区、安濃町東観音寺地区、
殿村地区、一身田中野地区、河芸町浜田地区



・平成27年度の香良洲地区の地籍調査を皮切り
に、現在まで継続的に地籍調査のE工程を受託
している。

・津市地籍調査推進協議会の構成委員として、当
協会から、２名選出。



津市における地籍調査の特徴

①街区境界調査の存在（旧 官民境界等先行調査）

②公嘱協会と測量コンサルとの良好な関係

③新たな補助制度（社会資本整備交付金）の
活用により、予算と人員を増やし、規模を拡大

➞ミチセキアワード（国土交通大臣表彰）
初代大賞受賞につながる



なぜ地籍調査が進まないのか？



なぜ地籍調査が進まないのか？

これまで、社会のインフラである「地図」を軽視し、
その整備に予算や人員をつけてこなかった？



公嘱協会は社会のインフラである「地図」づくりの業務
を行っており、協会の業務自体が公益事業であるとい
う自負があります。

➞三重県の地籍調査が少しでも前に進むために、
地籍調査に携わらせていただく責務があると考えます。



【地籍調査E工程を三重公嘱協会が携わるメリット】





地籍調査E工程を三重公嘱協会が携わるメリット

①筆界に関する専門家である土地家屋調査士の集団で
あり、日常業務において筆界確認の業務を行っている。

②登記に関する専門家である土地家屋調査士の集団で
あり、日常業務において登記申請業務を行っているので
法務局への対応に慣れている。

③公共嘱託登記に関しても精通しているため、地籍調査に
おいて、その処理を迅速に行うことができる。

④県下全域に社員がいるため、その地域に精通した社員
が業務を担当することができる。



自治体における地籍調査の主な効果

①災害発生時の迅速な復旧、復興（インフラ整備）

②自治体業務量の軽減

③公共事業の円滑化



その他の地籍調査の主な効果（社会的な効果）

①国土強靭化

②土地利用の促進

③所有者不明対策（個人資産の保全、地域の安全)



【地籍調査認証支援業務について】

（ご提案）



なぜ認証遅延等が発生するのか？



「認証遅延等の発生」について考える

・総務省公表資料からの検討
・なぜ認証遅延等が発生するのか？
・その解決方法は？



認証遅延等の発生
（都道府県知事の認証、登記所への送付の流れ）
国土調査法第17条第1項において、市町村等は、地籍図及び地籍簿を作成した場合は、その旨を遅滞な

く公告し、公告の日から20日間、市町村等の事務所において、当該地籍図及び地籍簿を一般の閲覧に供し
なければならないとされている。
また、同条第2項及び第3項において、一般の閲覧に供された地籍図及び地籍簿に測量や調査上の誤り等

があると認める者は、その旨を申し出ることができるとされており、市町村等は、申出に係る事実があると認めたと
きは、遅滞なく、当該地籍図及び地籍簿を修正しなければならないとされている。
一般の閲覧を経て修正が行われた地籍図及び地籍簿は、次の表のとおり、市町村等からの請求により、都道
府県知事の認証が行われた後、その写しが登記所に送付され、登記所において、地籍簿に基づく登記記録の
内容の変更等が行われるとともに、地籍図については、登記所備付地図として備え付けられる。

（注）国土交通省の資料を基に、総務省が作成 総務省ホームページより引用 以降同じ



表 地籍調査における認証・承認の流れ



＜市町村等による地籍図及び地籍簿の送付、認証請求（①、②）＞

国土調査法第18条において、市町村等は、一般の閲覧に供し、必要に応じ修正を行った
地籍図及び地籍簿を、遅滞なく都道府県に送付しなければならないとされており、同法第19
条第1項において、市町村等は、当該地籍図及び地籍簿について、都道府県知事に対し、
認証を請求することができるとされている。

＜都道府県知事の認証、公告等（③、④、⑤）＞
国土調査法第19条第2項及び第3項において、都道府県知事は、市町村等から認証の
請求を受けた場合は、地籍図及び地籍簿に、測量や調査上の誤り、政令で定める限度以
上の誤差がある場合を除き、認証を行わなければならないとされており、認証する場合におい
ては、あらかじめ、国土交通大臣の承認を得なければならないとされている。
また、同条第4項において、都道府県は、上記の認証を行った場合、遅滞なく公告しなけれ
ばならないとされている。



＜登記所への地籍図及び地籍簿の写しの送付等（⑥、⑦、⑧）＞

国土調査法第20条第1項において、都道府県は、上記の認証を行った場合、認証を行った
地籍図及び地籍簿に係る土地の登記の事務をつかさどる登記所に、当該地籍図及び地籍簿
の写しを送付しなければならないとされている。
一方、同条第2項において、登記所は、送付された地籍図及び地籍簿に基づいて、土地の表
示に関する登記及び所有権の登記名義人の氏名、住所について、変更又は更正を登記しな
ければならないとされているほか、同条第3項において、国土調査法第32条に基づき、市町村
等が分筆又は合筆があったものとして行った地籍調査については、分筆又は合筆の登記をしな
ければならないとされている。
また、国土調査法第21条において、都道府県は、認証した地籍図及び地籍図の写しを、
市町村長に送付しなければならないとされており、市町村は、送付された地籍図及び地籍簿
の写しを保管し、一般の閲覧に供しなければならないとされている。



国土交通省は、地籍図及び地籍簿の作成後6か月
以上にわたって認証請求の手続を行っていないものを
「認証遅延」、認証後6か月以上にわたって地籍図及
び地籍簿の写しを登記所に送付していないものを「送
付遅延」と位置付けている。



【全国における認証遅延等の状況】

（国における認証遅延等の解消に向けた取組）

国土交通省は、認証遅延及び送付遅延の解消に向け、昭和63年度以降、毎年度、「認証・登記所送付遅延
地区等の実態調査」として、都道府県ごとに、認証遅延及び送付遅延が発生している市町村等の名称、地区数、
面積、認証遅延及び送付遅延が発生している理由、市町村の今後の対応方針等のほか、都道府県による指導の
状況を把握している。また、国庫負担金の配分に当たり、送付遅延状況も考慮して都道府県ごとの交付額を決定
している。

（調査対象都道府県における認証遅延等の解消に向けた取組）
調査対象23都道府県における認証遅延及び送付遅延の解消に向けた取組をみると、上記「認証・登記所送付
遅延地区等の実態調査」により、管内市町村における認証遅延及び送付遅延の状況を把握するとともに、市町村に
対し、遅延の解消に向けた指導等を行っている。

市町村に対する指導等の具体例をみると、平成29年度から、約10年後を目標に、認証遅延が解消するよう努め
るとして、各市町村において工程一覧表を作成し、各地区の進捗管理を都道府県と市町村が共同で行っている例
（静岡県）や、認証遅延及び送付遅延が発生している市町村間で、取組状況等について情報交換を行う場や地
籍アドバイザーから助言を受ける機会を設けている例（三重県）のほか、認証遅延及び送付遅延が多い市町村に
対し、国庫負担金の配分率を下げる取組を行 っている例（広島県）などがみられた。



※例 調査対象都道府県における認証遅延及び送付遅延の解消に向けた取組の例

取組の概要区 分
平成29年度から、約10年後を目標に、認証遅延が解消するよう努めるとして、各市町村において工程一覧表を作成し、各
地区の進捗管理を県と市町村が共同で行う、認証請求書チェックリストを作成し、認証請求が進むよう努める等の取組を実施
また、認証遅延の原因に対する調整、指導として、筆界の確認が困難となっている場合は、①筆界未定として処理する、②原
因となっている土地を除外した「調査地区の計画変更」を行う、③筆界特定制度を活用する、公共施設管理者や法務局との
調整に時間を要している場合は、県が市町村と共に協議に出席し、原因の早期解決を図るとの方針により対応。

静岡県

各市町村を直接訪問し、認証遅延の改善を要請するとともに、市町村に認証請求計画を策定させ、当該計画に基づく進捗管
理を行うとともに、認証遅延及び送付遅延の改善状況を翌年度以降の国庫負担金の配分に反映する等の取組を実施。

高知県

認証遅延及び送付遅延の解消に向けて、毎年度開催する連絡会議において、ワーキンググループを開催し、遅延を抱える
市町村間で、取組状況等について情報交換を行う場を設けているほか、平成 29 年度に、市町村を対象に地籍アドバイザー
から認証遅延の対処方法や認証請求に向けた手続等についてアドバイスを受ける取組を実施。

三重県

認証遅延及び送付遅延が多い市町村については、新規の地籍調査の実施よりも、まずは遅延の解消に力点を置いてもらう
ため、国庫負担金の配分率を下げる方向で調整。また、市町村に対し、法務局、法律家、地籍アドバイザーを紹介するなどの取
組を実施。

広島県

（注）総務省の調査結果による。



（調査対象市町村において認証遅延及び送付遅延となっている経緯）

調査対象市町村において認証遅延又は送付遅延となっている地区
について、遅延が発生している主な経緯をみる。

大別して、
①土地所有者等の協力や合意を得られないこと等を受け、市町

村が認証請求又は送付を行っていない地区
②地籍調査実施後の年月の経過等により再調査等が必要と

なっている地区



①土地所有者等の協力や合意を得られないこと等を受け、市町村が認証請求又は送付を行って
いない地区

・筆界未定となる土地があり、その解消に取り組んでいる地区
（認証遅延については、制度上、筆界未定となる土地があっても、認証請求の手続を行うことは可能となって
いるにもかかわらず、市町村において、筆界未定となる土地があり、その解消に取り組んでいる地区）
※筆界未定となる主な要因は、

（1）「土地所有者等の間（官民境界を含む。）で筆界に合意しない」
（2）「土地所有者等による一筆地調査の立会いが未了」
（3）「土地所有者等の所在の確認に時間を要している」

・閲覧未了の土地所有者等がおり、その解消に取り組んでいる地区
この中には、制度上、土地所有者等全員の閲覧を求められるものではないにもかかわらず、市町村において、
閲覧に来訪しない土地所有者等からも、地籍図及び地籍簿を確認した旨の署名、押印を求めているものあり。

・閲覧中（又は閲覧終了後）に土地所有者等から誤り等の申出があり、
地籍図及び地籍簿の修正が必要となっている地区



②地籍調査実施後の年月の経過等により再調査等が必要となっている地区

・地震等により座標変換、検証測量（注）等が必要となっている地区
・地籍調査実施後の現況の変化、制度改正により、再調査等が必要となっている地区

（注）座標変換、検証測量とは、地震等により座標が変化した場合に、補正パラメータを使用して座標を
変換し、変換の結果が現地の地殻変動等に適合したものであるかを検証するための測量を行うもの。

③それ以外
・並行して実施している他地区の一筆地調査や認証請求に係る作業に多大な時間を要している地区



（調査対象市町村における認証遅延及び送付遅延の解消に向けた取組等）

【調査対象市町村における認証遅延及び送付遅延の例】
解消に向けた取組をみると、土地所有者等との調整を継続的に行っている例、
一筆地調査の立会いをやり直している例、再調査の必要があるものの、震災か
らの復旧に係る予算が優先であるため必要な予算の確保に至っていないとし
ている例のほか、新規地区での地籍調査を抑制し、順次、認証遅延地区にお
ける再調査を行っている例があるものの、いずれも早期の遅延解消には至って
いない。



※例 調査対象市町村における認証遅延及び送付遅延の例

① 土地所有者等の協力や合意が得られないこと等を受け、市町村が認証請求を行っていないもの

（認証遅延）
概 要区 分

【市町村において認証遅延となっている地区】

平成25年度に地籍調査に着手した1地区を含む2地区。

【認証遅延となっている経緯】

平成25年度に地籍調査に着手した1地区は、土地所有者等が地籍調査自体に反対しており、一筆地調査の立会いに
応じない土地や、土地所有者等の間で境界紛争中の土地があり、筆界の確認ができていない。

【認証遅延の解消に向けた取組等】
引き続き、土地所有者等との調整を行っているものの、認証遅延の解消のめどは立っていない。
なお、上記の土地所有者等の土地に影響がない他の土地所有者等に係る測量成果について、平成28年度に市町村
の負担で登記手続を完了した。

例1



概 要区 分
【市町村において認証遅延となっている地区】

平成14年度、17年度及び19年度に着手した3地区。

【認証遅延となっている経緯】

上記の3地区は、一部の土地で土地所有者等（相続人）の探索を継続しているほか、市では、地籍図及び地籍簿の
閲覧を行う際、閲覧に訪れた土地所有者等に対し、地籍図に記載された筆界に相違がないこと等を確認した旨の署名・
押印を求めており、閲覧に訪れない土地所有者等に対しても、郵送等で同様の署名・押印を求める確認書を作成してい
るところ、当該確認書を返送しない土地所有者等がおり、収集を続けている（注）。

（注）市では、都道府県への認証請求に当たり、上記の確認書が必要と認識して
いるところ、都道府県では、確認書がなければ認証請求を受け付けないといった指導はしていないとしつつ、「地籍調査の
成果の認証の請求及び認証の承認申請に係る添付書類の作成要領」（平成14年3月14日付け国土国第593号
国土交通省土地・水資源局長通知）で示された添付書類の様式において、閲覧率（閲覧数／閲覧対象筆数）
を記載することとなっていることから、市町村は、閲覧率を上げるために確認書を収集しているのではないかとしている。

【認証遅延の解消に向けた取組等】
平成22年度、23年度及び25年度は、新規地区での地籍調査に着手せず、認証遅延への対応を優先しているが、認
証遅延の解消までには至っていない。

例2



概 要区 分

【市町村において送付遅延となっている地区】

平成18年度から22年度に地籍調査に着手し、21年度及び25年度に認証が行われた4地区。

【送付遅延となっている経緯】

上記4地区の一部は地図混乱地域であり、認証後、登記所に送付するまでの間に、土地所有者等から、地籍図及び地
籍簿の誤り等の修正の申出や、現地を再確認したいとの申出が多数あったため。

【送付遅延の解消に向けた取組等】
一筆地調査の立会いのやり直しや再測量を実施しており、地籍図及び地籍簿の修正が完了したものから、順次、登記
所への送付を行っていく方針。

例1

（送付遅延）



② 年月の経過等により再調査等が必要なもの
（認証遅延）

概 要区 分

【市町村において認証遅延となっている地区】

平成16年度から21年度に地籍調査に着手した13地区を含む15地区。

【認証遅延となっている経緯】
上記13地区は、平成22年度に発生した東日本大震災による地殻変動等により座標が変化したことから、座標変換、検
証測量等が必要となっている。

【認証遅延の解消に向けた取組等】
順次、座標変換、検証測量を実施しているものの、市の予算上の制約から、進捗には限りがある。

【その他】

市は、地籍調査の実施に係る市町村職員の意見として、「認証遅延の解消、再調査の必要等」を挙げており、順次、
地籍図の座標変換や検証測量等の作業を実施しているところ、当該作業に係る経費負担が大きいとしている。

例1



概 要区 分
【市町村において認証遅延となっている地区】
昭和44年度及び45年度に地籍調査に着手した 2 地区。
【認証遅延となっている地区】
昭和40年代は、年間の地籍調査の実施面積が5㎢から9㎢と大きいことに加え、宅地造成や開発事業と地籍調
査が重なり、調査が十分に行えなかった地区があること、新規地区の地籍調査に着手することを優先し、その後の
成果の整理が十分に行えなかったことにより、認証遅延又は送付遅延となったもの。
さらに、上記の2地区を含む認証遅延地区は、①平成14年の準則の一部改正により、図解法（平板測量）を
用いた成果では認証が取得できなくなったこと、②平成17年の不動産登記規則（平成17年法務省令第 18
号）の制定により、登記所備付地図の精度区分が「甲三」から「甲二」に変更されたことから、新規の地籍調査と
同様の作業を行う再調査が必要となっている。
【認証遅延の解消に向けた取組等】
市では、昭和56年度時点で、地籍調査実施面積の約6割が認証遅延又は送付遅延となっていたため、57 年度
以降、新規の地籍調査を年間1㎢に縮小し、平成12年度からは新規の地籍調査を休止して、送付遅延地区の
筆界や座標のずれなどを補正する作業を集中的に実施し、21年度までに送付遅延を解消しており、認証遅延
地区については、平成22年度以降、順次、再調査を実施し、33年度には解消する予定。
【その他】
市は、地籍調査の実施に係る市町村職員の意見として、「認証遅延の解消、再調査の必要等」を挙げており、
現在、新規地区への着手は行っていないため、市の地籍調査の進捗率は全く伸びていないとしている。

例2



（送付遅延）
概 要区 分

【市町村において送付遅延となっている地区】

昭和39年度から54年度に着手し、51年度から56年度までの間に認証が行われた10地区。

【送付遅延となっている経緯】
一筆地調査から認証を得るまでに長い期間を要し、その間に圃場整備等が実施されたため、地籍図・地籍簿と登記簿との整
合が図れなくなったことによる。

【送付遅延の解消に向けた取組等】

平成12年度以降、順次、再調査を実施している。

例1

【市町村において送付遅延となっている地区】

合併前の旧町村部で昭和38年度及び41年度に地籍調査に着手し、45年度及び46年度に認証が行われた2地区。

【送付遅延となっている経緯】

土地の分合筆や所有権の移転などへの対応が十分でないこと等。

【送付遅延の解消に向けた取組等】
平成29年度、市の財政当局に再調査に必要な経費の予算要求を行ったものの、震災からの復旧に係る予算が優先のため、予
算獲得に至らなかったため、今後も継続的に予算要求を行い、早期の送付遅延解消を目指す方針。

例2



調査対象市町村における地籍調査の実施に係る市町村職員
の意見（認証遅延の解消、再調査の必要等）の具体例

• 認証遅延及び送付遅延が発生しており、これを解消するには相当の期
間を要することから、今後、計画的に作業を進めていくための対応を検討
する必要がある。
• 多くの認証遅延地区を抱えており、新規の調査地区を進捗させつつ、
認証遅延地区の作業も同時並行で行っているため、マンパワー不足となっ
ている。



そこで、三重公嘱協会からの業務提案です
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業務ご提案



【地籍調査認証支援業務について】

１.背景と目的

当協会は公益目的事業として地籍調査の推進を掲げており、県内の地籍調査に関する各種会議に参加する機会があり

ます。その中で、過去に実施された地籍調査成果の認証が出来ていない事案が多数あり、成果認証にかかる問題について、

市町担当職員が一人で抱え込んでしまう等、多大な負担が生じていることが分かりました。

成果認証の業務は、H工程（閲覧工程）が完了した後、市町職員により行われるものであるが、未立会や不調が多い

など様々な問題があり、また職員の不足や知識経験不足の点もあり、すぐに認証が出来ないことが多いと感じます。また県

内の進捗率を上げるため、すぐに新規地区にとりかからないといけない為、認証作業に手が回らず、そのうち更に登記事項に

異動が生じ、成果の内容を変更しないといけなくなる等、さらなる悪循環となっている現状があります。また地籍調査の新規

の予算を獲得できるにもかかわらず、認証の遅延を回避するあまり新規地区の規模を大きくすることができなかったり休止す

る市町がでてきてしまい、その結果としてさらに地籍調査が進まなくなってしまっている。よって当協会は、これらの地籍調査を

担当し問題を抱え込む市町職員の良きパートナーとなり、認証作業を支援し、法務局地図を作成することをもって県内の

地籍調査と地図整備をさらに推進することを本業務の目的として提案いたします。 50



２.提案理由

地籍調査の進捗が現在三重県の喫緊の課題となっているが、新規事業地区の拡大には市町担当者の不足していくとい
う現実があります。そこで協会として将来において継続して地籍調査に携わることができるよう、本業務を提案させていただき
ます。既存の単価契約の項目や単価を利用して（通常の委託契約の追加項目として）本業務を進めるが可能と考えま
す。

本業務は世に出ていない地籍調査成果を法務局地図、登記簿に公開する、という特に公益的な業務であり、三重県で
仕事をさせていただいている公益法人として、三重県下の官公署の皆様のお役に立ちたいという考えを持っております。

（現在、当協会と契約を締結していない市町についても、本業務のご提案を申し上げます）
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３.業務内容

(1)相談業務 （成果物 打合せ記録簿）

地籍調査の認証についての相談をうけ、問題の把握、解決の手法を提案する。例として調査範囲の変更や筆界未定
とするかどうか等の判断についても含まれる。

(2)資料調査業務 （成果物 修正後の調査図、地籍簿、地籍図、電子成果）

認証遅延による登記事項の変更を把握するため、現在の登記資料を調査し、地籍調査の成果との差異を把握し既存
成果を修正する。また地籍フォーマット、国土調査登記情報ファイル等の修正、作成もおこなう。

(3)現地確認業務 （成果物 修正後の調査図）

現況把握、境界標や基準点の有無について現地確認し、追加測量作業等の有無、手法を整理、提案する。
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(4)戸籍等調査業務 （成果物 相続関係説明図等）

行方不明者や相続人が判明していない場合について、戸籍等を調査し探索する。

(5)境界立会同行業務 （成果物 地籍調査票、立会記録簿等）

未立会箇所、再立会箇所についての境界立会に同行し助言を行う。

(6)筆界案等資料作成業務 （成果物 作成した資料）

再立会や書面確認の為に、既存の測量資料より筆界案等の資料を作成する。

(7)筆界特定支援業務 （成果物 作成した申請書の写し一式）

地籍調査事業において市町より法務局へ筆界特定申請をする場合に書類作成、手続きの代行等をおこなう。

(8)法務局への相談、協議 （成果物 打合せ記録簿）

地籍調査での処理手法や筆界判断、成果について、法務局への相談や協議の同行または代行をおこなう。
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４.受託についての課題等

本業務は、過去に国から補助金が交付されている事案であることより、予算については基本的に市町の負担となり、業務
委託に際しては国、県への相談や、後押しも必要となると思われ、他に補助金等が活用できるかどうかも視野にいれる必要
があります。また測量成果の修正や追加測量に関しては測量業との絡みもでてくるため、留意が必要であることと、市町担
当者への説明も必要となります。当協会としても地籍調査の規程や工程、地籍測量についての理解、研鑽が今以上に必
要となってきますので、日々、研鑽を積んで、官公署の皆様のお役に立ちたいと考えます。またモデルケースの事業を行い、そ
れをもとに市町や県、国にも提案をしていくことも検討しております。
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積算案【地籍調査認証支援業務】

(1)相談業務 （成果物 打合せ記録簿）

地籍調査の認証についての相談をうけ、問題の把握、解決の手法を提案する。例として調査範囲の
変更や筆界未定とするかどうか等の判断についても含まれる。

１時間当たり4,886円相談業務

（算出根拠 用対連積算基準より）
R7労務単価60,600×調査士歩掛0.060×諸経費率1.4×公益0.96＝4,886

※運用：面会による相談、打合せに適用。



(2) 資料調査業務 （成果物 修正後の調査図、地籍簿、地籍図、電子成果）

認証遅延による登記事項の変更を把握するため、現在の登記資料を調査し、地籍調査の成果との
差異を把握し既存成果を修正する。また地籍フォーマット、国土調査登記情報ファイル等の修正、作
成もおこなう。

１筆当たり1,280円資料調査（CSV有）
１筆当たり5,520円資料調査（CSV無）

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表④－３、－２より）

１筆当たり（100筆以上に適用）2,290円地図データ修正

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表㊸地図作成SIMA形式と同等とする）



(3) 現地確認業務 （成果物 修正後の調査図）

現況把握、境界標や基準点の有無について現地確認し、追加測量作業等の有無、手法
を整理、提案する。

１件あたり49,020円現地確認業務

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表⑤－２事前調査と同等とする）



(4) 戸籍等調査業務 （成果物 相続関係説明図等）
行方不明者や相続人が判明していない場合について、戸籍等を調査し探索する。

１件（20通まで）あたり120,420円戸籍等調査
１通増す毎に6,010円加算

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表②－２と同等とする）

１件あたり6,490円相続関係説明図作成
１枚増す毎に3,240円加算

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表②－１と同等とする）

※基本的には収集は市町職員にて行う。



(5) 境界立会同行業務 （成果物 地籍調査票、立会記録簿）
未立会箇所、再立会箇所についての境界立会に同行し助言を行う。

１点あたり5,610円立会同行業務
20点以上１点あたり960円加算

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表㉖筆界確認立会調整と同等とする）

(6) 筆界案等資料作成業務 （成果物 作成した資料）
再立会や書面確認の為に、既存の測量資料より筆界案等の資料を作成する。

１種類あたり6,580円筆界案作成

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表㉓-1文案を要する書類と同等とする）



(7)筆界特定支援業務 （成果物 作成した申請書の写し一式）

地籍調査事業において市町より法務局へ筆界特定申請をする場合に書類作成、手続きの代行
等をおこなう。

１種類あたり6,580円筆特書類作成

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表㉓-1文案を要する書類と同等とする）

(8)法務局への相談、協議 （成果物 打合せ記録簿）

地籍調査での処理手法や筆界判断、成果について、法務局への相談や協議の同行または代行を
おこなう。

１回当たり20,670円法務局へ相談、協議

（算出根拠 R7県公共用地課公嘱単価表㉕-1画地調整助言協議と同等とする）

※運用：面会による相談打合せに適用。打合せ用資料作成も含む。



【国土調査法第19条第5項について】
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【鈴鹿亀山道路の関係業務】

鈴鹿市から亀山市の東名阪自動車道に接続する
約１０.５㎞の道路（鈴鹿亀山市道路）事業。
三重県から受託。測量コンサルと分離発注され、
当協会としては、登記調整業務がメインの業務であり、
買収のための分筆登記を受託できるように、事業に
は早い段階から関わっている。国土調査法第１９条
第５項にて。
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登記調整業務とは？

用地買収後の嘱託登記に支障が生じるおそれのあ
る土地の境界立会の際に、官公署の職員を補佐す
る立場で、三重公嘱協会の社員である土地家屋調
査士が測量業者等に同行し、助言等を行い、法務
局の登記処理が円滑に進むように調整する業務。
※一般の嘱託事件でも、受託可能。
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国土調査法第１９条第５項指定申請手続きでは、

①地図一覧図の作成
②登記所送付用地図の作成
（SIMA形式、地籍フォーマット2000形式）
③指定申請調査簿の作成

※受託可能案件については、一定の要件があり。



【その他】
業務のご紹介
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官民境界確認補助業務

民間から境界確認申請が出された際、官公署の
方々に代行して、三重公嘱協会の社員である土地
家屋調査士が現地に赴き、官公署が行うべき行政
財産の境界確認業務（立会等）を、官公署の立
場に立って、補助的に行う業務です。

現在、国（東海財務局）の境界確認補助業務を
継続的に受託させていただいております。
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官公署の皆様の負担を少しでも軽減するために、土
地境界の専門家集団である三重公嘱協会が、官民
境界確認補助業務を遂行させていただき、皆様のお
役に立ちたいと考えております。



68

地籍調査のこと以外でも、お困りごとなどがありました
ら、いつでもお気軽にご相談下さい。

官公署の皆様の「よき相談相手」として、「選択され
る公嘱協会」を目指してまいります。

三重公嘱協会ホームページ
mie-kousyoku.ecnet.jp



ご清聴ありがとうございました

公益社団法人
三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会


